
（単位：％）
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ５ 年 度
予 算 額

増 減 増 減 率

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

１０２億２，７４２万円 １，６９０万円 ０．２ 

(１０５億１，１４０万円) (△２億６，７０９万円) (△２．５)

１３億５，９２１万円 △１億６，６３６万円 △１２．２ 

(１３億５，９２１万円) (△１億６，６３６万円) (△１２．２)

２億４，４２４万円 ７３９万円 ３．０ 

(２億４，４２４万円) (７３９万円) (３．０)

１，９４８万円 △６４７万円 △３３．２ 

(１，９４８万円) (△６４７万円) (△３３．２)

　　７５８万円 ４７万円 ６．２ 

(７５８万円) (４７万円) (６．２)

１５億２，３５０万円 ７９０万円 ０．５ 

(１５億２，３５０万円) (７９０万円) (０．５)

６億１，６６３万円 ４，６７１万円 ７．６ 

(６億１，６６３万円) (４，６７１万円) (７．６)

３２億１，９１５万円 △１億４，１８２万円 △４．４ 

(３２億１，９１５万円) (△１億４，１８２万円) (△４．４)

７億６，３５４万円 △３，６９８万円 △４．８ 

(７億６，３５４万円) (△３，６９８万円) (△４．８)

１７９億８，０７５万円 △２億７，２２８万円 △１．５ 

(１８２億６，４７３万円) (△５億５，６２６万円) (△３．０)

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 １１億９，２８５万円

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 ２億５，１６３万円

１，３０１万円

１５億３，１４０万円

３０億７，７３３万円

１７７億　　８４７万円

介 護 保 険 特 別 会 計

合 計

　　８０５万円

下 水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ７億２，６５５万円

※令和５年度予算は上段に当初予算、下段の（　）書きに６月補正による政策予算を加えた額を記載

令和６年度の予算の概要

会 計 区 分

　３月開会の赤平市議会第1回定例会において令和６年度の各会計予算が可決されま
した。
　新年度の予算においても、効率・効果的な予算編成に努めました。令和６年度は、
「第６次赤平市総合計画」の各施策の基本方針に基づき、高等学校等通学費の助成や
道路整備（市道２路線の改良舗装、ロードヒーティングの更新ほか）、住宅整備（子育て
世帯向け住宅整備、長寿命化計画による改修、高齢者対策ほか）、公園整備（市内３
公園の設備の更新ほか）、車両の更新（消防タンク車、エルム高原送迎用マイクロバ
ス、除雪用トラック）のほか、さらに学校給食費の無償化などを計上しました。

一 般 会 計

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

用 地 取 得 特 別 会 計

１０２億４，４３２万円

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

６億６，３３４万円



（単位：％）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

当 初 予 算 額 予 算 額
７億６，２２１万円 △８．５ 

(７億６，２２１万円) (△８．５)

６，３４３万円 １０．３ 

(６，３４３万円) (１０．３)

　　　１５万円 ６７．５ 

(１５万円) (６７．５)

　　２２７万円 △１５．６ 

(２２７万円) (△１５．６)

　　１５５万円 ４６．７ 

(１５５万円) (４６．７)

１，２８０万円 ６４．０ 

(１，２８０万円) (６４．０)

２億６，１０９万円 △３．４ 

(２億６，１０９万円) (△３．４)

　　３０５万円 ２０８．９ 

(３０５万円) (２０８．９)

　　１５３万円 ２，６７１．６ 

(１５３万円) (２，６７１．６)

４８億４，６６５万円 △３．９ 

(４８億４，６６５万円) (△３．９)

　　　７０万円 ０．０ 

(７０万円) (０．０)

３，３２４万円 △２０．４ 

(３，３２４万円) (△２０．４)

３億１，７２６万円 △２．０ 

(３億１，７２６万円) (△２．０)

１０億８，８８２万円 １．２ 

(１２億３，９９２万円) (△１１．１)

３億９，１７９万円 △３．２ 

(３億９，３２８万円) (△３．６)

２，１４０万円 △５．６ 

(２，１４０万円) (△５．６)

８億　　１００万円 ０．０ 

(８億　　１００万円) (０．０)

７億５，７１９万円 ２．１ 

(７億９，２７９万円) (△２．５)

３，０００万円 ０．０ 

(６，９３９万円) (△５６．８)

９，２８９万円 △２７．９ 

(７，５４１万円) (△１１．２)

７億３，８３９万円 ３２．７ 

(８億１，２２９万円) (２０．６)

１０２億２，７４２万円 ０．２ 

(１０５億１，１４０万円) (△２．５)

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 　　　７０万円 ０．０

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 消 費 税 交 付 金 ２億５，２１４万円 ２．５

０．１

地 方 特 例 交 付 金 ４，２４９万円

構 成 比 増 減 率区 分

一般会計予算の内訳（歳入）

　前年度の６月補正後と比較し、個人市民税が、一人当たり1万円の定額減税の影響や、平成
２６年度から１０年間の均等割の標準税率の引上げ措置が終了したことなどにより５，２７１万
円減少、市税全体で６，４５３万円の減少となりました。地方交付税は国の地方財政計画の結
果などにより１億８，９４０万円の減少となり、一般財源の財源対策として財政調整基金より２億
１，６７４万円、市債の償還のため減債基金より２億２，４２５万円を繰入れることとしました。

市 税 ６億９，７６８万円 ６．８

地 方 譲 与 税 ６，９９４万円 ０．７

利 子 割 交 付 金 　　　２５万円 ０．０

　　１９２万円 ０．０

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 　　２２７万円 ０．０

法 人 事 業 税 交 付 金 ２，１００万円 ０．２

配 当 割 交 付 金

０．４

地 方 交 付 税 ４６億５，７２５万円 ４５．５

環 境 性 能 割 交 付 金 　　９４２万円

２，６４５万円 ０．３

使 用 料 及 び 手 数 料 ３億１，０９６万円 ３．０

国 庫 支 出 金 １１億　　１６８万円 １０．７

道 支 出 金 ３億７，９１１万円 ３．７

財 産 収 入 ２，０２１万円 ０．２

寄 附 金 ８億　　１００万円 ７．８

繰 入 金 ７億７，２８９万円 ７．５

繰 越 金 ３，０００万円 ０．３

諸 収 入 ６，６９７万円 ０．７

※令和５年度予算は上段に当初予算、下段の（　）書きに６月補正による政策予算を加えた額を記載

市 債 ９億７，９９７万円 ９．６

総 合 計 １０２億４，４３２万円 １００．０



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税など、市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税・消費税の一部、地方法人税の全額が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームなどに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借入れることによって負う債
務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。 （単位：％）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

当 初 予 算 額 予 算 額

６，４６６万円 ０．４ 

(６，４６６万円) (０．４)

１１億１，１６１万円 △２．６ 

(１１億１，７７６万円) (△３．１)

１８億２，９８１万円 ５．３ 

(１９億３，３５８万円) (△０．３)

４億８，２６２万円 １５．４ 

(５億３，０８０万円) (４．９)

　　３６６万円 １．６ 

(３６６万円) (１．６)

１億５，４５３万円 △２６．７ 

(１億５，６０９万円) (△２７．５)

１億２，９０７万円 ２９．１ 

(１億２，９４２万円) (２８．８)

１２億４，４４０万円 ２．２ 

(１３億４，９６５万円) (△５．８)

３億８，６２０万円 １３．９ 

(３億８，６２０万円) (１３．９)

５億７，００７万円 １４．６ 

(５億８，８７７万円) (１１．０)

１２億３，０１３万円 △３．２ 

(１２億３，０１３万円) (△３．２)

１６億４，６１２万円 △１２．１ 

(１６億４，６１２万円) (△１２．１)

１３億５，４５５万円 △３．５ 

(１３億５，４５５万円) (△３．５)

２，０００万円 ０．０ 

(２，０００万円) (０．０)

１０２億２，７４２万円 ０．２ 

(１０５億１，１４０万円) (△２．５)

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

※令和５年度予算は上段に当初予算、下段の（　）書きに６月補正による政策予算を加えた額を記載

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

　前年度の６月補正後と比較し、総務費は、選挙費、地域おこし協力隊事業費の減など
により３，４８４万円減少、衛生費は、し尿貯留施設改修工事、住友共同浴場修繕など
により２，６１５万円増加、商工費は、エルム高原温泉ゆったり改修、エルム高原送迎用
マイクロバス購入などにより３，７２２万円増加、教育費は、総合体育館改修工事などに
より６，４６１万円増加、諸支出金は、市立病院診療棟建替に係る市債の償還終了、下
水道資本費平準化債の借入額の増などにより１億９，９８９万円の減少となりました。

区 分 構 成 比 増 減 率

議 会 費 ６，４９５万円 ０．６

総 務 費 １０億８，２９２万円 １０．６

民 生 費 １９億２，７６２万円 １８．８

衛 生 費 ５億５，６９５万円 ５．５

労 働 費 　　３７２万円 ０．０

農 林 水 産 業 費 １億１，３２３万円 １．１

商 工 費 １億６，６６４万円 １．６

土 木 費 １２億７，１３７万円 １２．４

消 防 費 ４億３，９７１万円 ４．３

教 育 費 ６億５，３３８万円 ６．４

公 債 費 １１億９，１０１万円 １１．６

諸 支 出 金 １４億４，６２３万円 １４．１

職 員 給 与 費 １３億　　６６０万円 １２．８

予 備 費 ２，０００万円 ０．２

歳 出 合 計 １０２億４，４３２万円 １００．０



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員の給料・手当などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。 （単位：％）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

当 初 予 算 額 予 算 額

１４億２，６７８万円 △３．４ 

(１４億３，６３５万円) (△４．０)

１２億２，０２６万円 １０．８ 

(１２億７，９４８万円) (５．７)

２０億７，３２９万円 △２．０ 

(２１億６，４６４万円) (△６．１)

１４億５，６５５万円 ３．３ 

(１４億６，８４１万円) (２．４)

９億８，４０１万円 ８．３ 

(１０億８，７５０万円) (△２．０)

４億４，０６９万円 ０．６ 

(４億４，９１９万円) (△１．３)

１２億３，０１３万円 △３．２ 

(１２億３，０１３万円) (△３．２)

３億１，５０２万円 △０．７ 

(３億１，５０２万円) (△０．７)

２億８，２００万円 △３３．０ 

(２億８，２００万円) (△３３．０)

２，９４８万円 △８．５ 

(２，９４８万円) (△８．５)

７億４，９２２万円 △２．６ 

(７億４，９２２万円) (△２．６)

２，０００万円 ０．０ 

(２，０００万円) (０．０)

１０２億２，７４２万円 ０．２ 

(１０５億１，１４０万円) (△２．５)

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

※令和５年度予算は上段に当初予算、下段の（　）書きに６月補正による政策予算を加えた額を記載

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

　前年度の６月補正後と比較し、公的住宅除却工事の増により物件費が７，２７５万円
の増加、障がい者の生活介護扶助の利用増により扶助費が３，５４９万円の増加となり
ました。また、資本費平準化債の拡充に伴い下水道事業会計において歳入が増加する
ことにより補助費等が１億３，２８４万円の減少、あかびら市立病院の診療棟建替に係
る市債の一部が償還終了となったことなどにより、投資及び出資金が９，３１６万円の減
少、退職手当組合の負担金の率の改定や職員数の減などにより人件費が５，７８２万
円の減少、過去に起債した臨時財政対策債の一部が償還終了となったことなどにより
公債費が３，９１２万円の減少となりました。

人 件 費 １３億７，８５３万円 １３．５

物 件 費 １３億５，２２３万円 １３．２

補 助 費 等 ２０億３，１８０万円 １９．８

扶 助 費 １５億　　３９０万円 １４．７

普 通 建 設 事 業 費 １０億６，５４９万円 １０．４

維 持 補 修 費 ４億４，３１２万円 ４．３

公 債 費 １１億９，１０１万円 １１．６

積 立 金 ３億１，２８４万円 ３．１

投 資 及 び 出 資 金 １億８，８８４万円 １．８

貸 付 金 ２，６９６万円 ０．３

歳 出 合 計 １０２億４，４３２万円 １００．０

繰 出 金 ７億２，９６１万円 ７．１

予 備 費 ２，０００万円 ０．２



※　用語解説

人 件 費
職員給与、会計年度任用職員・議員・特別職・各種委員会委員の報酬や社会
保険料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金 一般会計から特別会計や、企業会計へ繰出すための費用です。



　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ、令和元年１０月１日より８％から１０％

へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に

要する経費に充てるものとされています。

　令和６年度赤平市一般会計予算における社会保障施策経費への充当事業については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

720,803

※　地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

55,688 293,811

合計 2,045,819 844,583 292,224 9,200 42,389 136,620

小計 461,685 18,874 93,312 0 0

0 5,471 28,866
特別会計(繰出金)

37,311 196,852
特別会計(繰出金)

後期高齢者医療
85,225 0 50,888 0

68,093
特別会計(繰出金)

介護保険
250,313 10,767 5,383 0 0

46,086

社会保険

国民健康保険
126,147 8,107 37,041 0 0 12,906

80 421

小計 88,000 24,114 894 700 7,471 8,735

母子保健事業 3,423 1,142 80 0 1,700

予防対策事業 39,306 34 0 700 4,679 5,400 28,493

14,116

救急医療対策事業 3,635 0 0 0 0 579 3,056

380,906

保健衛生

健康増進事業 41,636 22,938 814 0 1,092 2,676

19,457 102,651

小計 1,496,134 801,595 198,018 8,500 34,918 72,197

生活保護扶助事業 521,598 387,086 10,404 0 2,000

児童福祉事業 223,184 81,241 20,944 0 9,361 17,788 93,850

145,578

高齢者福祉事業 79,626 0 1,383 8,500 23,557 7,359 38,827

社会福祉

障害者福祉事業 671,726 333,268 165,287 0 0 27,593

国庫支出金 道支出金 地方債 その他
引上げ分の地
方消費税交付

金
その他

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費

136,620千円

2,045,819千円

（単位：千円）

財源内訳

事　業　名
令和６年度 特定財源 一般財源

当初予算額


